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 １ 都市機能誘導区域の基本的な考え方（国の指針）

都市機能誘導区域は、都市計画運用指針（国土交通省）に示す、以下のような区域に設

定することとされています。 

 

都市機能誘導区域の設定が考えられる区域（市街化区域内） 

(1) 生活サービス施設※が一定程度充実している区域 

(2) 公共交通沿線など周辺からアクセスの利便性が高い区域 

(3) 徒歩や自転車等により駅や停留所、公共施設から生活サービス施設に容易にアクセ

スできる範囲 

(4) 合併前の旧町村の中心部等、生活の拠点としての役割を担ってきた区域 

(5) 原則として、居住誘導区域内の範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※生活サービス施設： 

・医療、福祉（病院・診療所等の医療施設、老人デイサービスセンター等の社会福祉施

設、小規模多機能型居宅介護事業所、地域包括支援センターその他の高齢化の中で必

要性の高まる施設） 

 

・子育て、教育（子育て世代にとって居住場所を決める際の重要な要素となる幼稚園や

保育所等の子育て施設、小学校等の教育施設） 

 

・商業、文化（集客力があり、まちのにぎわいを生み出す図書館、博物館等の文化施設

や、スーパーマーケット等の商業施設） 

 

・行政サービスの窓口機能を有する市役所・支所等の行政施設 

など 



 

5－4 

 

 ２ 都市機能誘導区域の設定方針（市の方針）

本市の都市機能誘導区域は、国の方針を踏まえ、次に示す３つの基準を設けた中で、そ

れぞれ抽出した地域を類型及び分類し、都市機能を誘導する拠点地域を選定します。 

 抽出した各拠点の詳細な区域の範囲については、次ページの区域境界の決定方法に従い、

個々に判断します。 

 

 

 

  
基準１～３を全て満

たす箇所 

【類型１】 高次の都市機能を集積する誘導区域 

都市構造の主要拠点を含む特性を有することから、「高

次の都市機能を含んだ都市機能誘導区域」とします。 

 

基準１を満たさない

ものの、基準２・３を

満たす箇所 

【類型２】 地域の生活を支える誘導区域 
拠点以外の箇所のうち、人口と都市機能がバランスよく一

体的に集積し、各地域の生活を支える拠点になり得る特性

を有することから、「地域の生活を支える施設を中心とした

都市機能誘導区域」とします。 

 

基準 設定理由 

基
準
１ 

市内４駅を都市拠点とし、このう

ち市の代表となる秦野駅を中心都

市拠点とします。 

誘導区域は、駅を中心に直線距離

７００メートルの徒歩圏域を要件

とします。（市独自の直線距離を適

用） 

 

基幹交通である鉄道が本市の居住

人口を支えており、実際に多くの人

が駅周辺に居住しています。 

駅周辺において拠点性を高めるこ

とにより、都市の魅力向上や公共交

通を重要視した持続可能な都市構造

形成を図ることとします。 

 

基
準
２ 

日常生活の利便性が特に高い箇

所を誘導区域の要件とします。 

（日常生活サービス徒歩圏の箇所） 

人口減少下においては既存のサー

ビス機能を生かしつつ、必要な機能

の立地を誘導することにより、官民

共に少ない投資で効率良く居住人口

を支えていくこととします。 

基
準
３ 

人口集積の高い箇所を誘導区域

の要件とします。 

（ＤＩＤ地区又は人口密度６０人

／ha以上の箇所） 

施設維持に必要な周辺人口が確保

される箇所を区域とします。 

 

 

 

 

  

都市機能誘導区域の設定基準 
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【具体的な区域境界の決定方法】 

 

具体的な区域境界については、用途地域や地域地区の指定状況、現況施設の集積状況と将

来の事業化の可能性を踏まえ、地形地物等の明確な境界にて設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

駅徒歩圏域は、国が示した都市間比較の条件である一般的な徒歩圏８００メートルではな

く、健康・医療・福祉のまちづくりガイドラインに示された高齢者が休まずに歩行できる距

離として示された距離７００メートルを基準とします。なお、本市の公共交通における駅徒

歩圏７００メートルとも合致するものです。 

本市では７００メートルに設定することにより、駅周辺への都市機能の誘導を一層推進す

ることを基本としつつ、実際の街区形成や土地利用及び規制状況あるいは福祉事業者の参入

余地等を考慮するなど、実情に応じた本市独自のメリハリのある区域設定を目指すものです。 

 

 

都市機能誘導区域 

基準の該当箇所 

（誘導区域設定候補箇所） 

居住誘導区域 

商業系用途地域等 

個別地区のまちづくり区域 

(土地区画整理事業区域・都市再

生整備計画事業区域 等) 

 

誘導施設として想定される 
関連施設の集積状況 

市街化区域・用途地域 



 
 

5－6 

 ３ 都市機能誘導区域の設定

前述の「都市機能誘導区域の設定方針」を踏まえ、以下の３つの基準により導き出

された区域を都市機能誘導区域のベースとします。なお、この作業ののち、個別地域

ごとに用途地域や地形地物、字界等により区域設定の作業を行います。 

 

 

基準１：広域基幹公共交通である鉄道駅を都市拠点とする

鉄道駅４駅（秦野駅、渋沢駅、東海大学前駅、鶴巻温泉駅）周辺は、鉄道駅開設に

伴い利用者が急増したことにより、事業や居住目的による土地利用のポテンシャルが

さらに高まった地域です。 

駅近接という立地条件により、引き続き事業や居住目的による潜在的な土地利用ニ

ーズが比較的高いことから、市全体の人口減少を抑制しつつ、都市の成長をリードす

べき役割を有する都市拠点として設定します。 

なお、都市拠点のうち広域的な計画の中で位置付けがあり、特に都市の成長をリー

ドすべき秦野駅周辺を「中心都市拠点」とします。 

中心都市拠点・都市拠点 ：中心となる鉄道駅からの徒歩圏半径７００メートル※圏内 

※ 秦野市の地域特性を踏まえ設定した公共交通徒歩圏 

（基準１の該当箇所） 

 

 

 

 

 

 

 

渋沢駅周辺 

(都市拠点) 

東海大学前駅周辺 

(都市拠点) 

鶴巻温泉駅周辺 

(都市拠点) 

秦野駅周辺 

(中心都市拠点) 
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基準２：日常生活の利便性が特に高い箇所を誘導区域の要件とする 

市内に立地している医療施設・福祉施設・商業施設・公共交通等の都市機能の施設から

徒歩により日常生活の利便性が特に高い「日常生活サービス徒歩圏※１」内であり、かつ、

周辺にコミュニティが形成されている「小中学校の徒歩圏※２」を誘導区域の要件とします。 

 

※１ 日常生活サービス徒歩圏：生活サービス施設（医療・福祉・商業等）及び基幹的公共交通（バス３０

本／日以上）の全てのサービスを一般的な徒歩圏半径８００メートルで利用できる生活利便性の高い

エリア 

※２ 小中学校の徒歩圏：一般的な徒歩圏半径８００メートル 

（基準２の該当箇所） 

 

 

基準３：人口集積の高い箇所を誘導区域の要件とする 

人口集積の高いＤＩＤ地区又は人口密度６０人／ｈａ以上の箇所を誘導区域とします。 

（基準３の該当箇所） 
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〔類型分類〕鉄道駅の拠点以外の基準２及び３を満たす地域のうち、都市構造上重要

な施設の周辺を地域拠点として設定する 

 

（基準１～３ 適合箇所重ね） 

 

 

〔拠点の候補〕 
 

 

 

地域拠点の候補 

都市拠点の候補 
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 ４ 拠点ごとの方向性

前述の都市機能誘導区域の設定方針等に基づき、具体的な区域設定を行うにあたり、拠

点ごとに誘導区域、施設、施策設定等の方向性を整理します。 

 

（各拠点の位置と類型） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

拠点の類型 名称 圏域設定の考え方 

中心都市拠点 秦野駅周辺地区 拠点内住民及び来訪者が、一連の目的を徒歩移動

でも完結できる圏域形成を目指す観点から、駅か

ら半径７００メートルの範囲を拠点の基礎圏域と

します。 

都市拠点 渋沢駅周辺地区 

鶴巻温泉駅周辺地区 

東海大学前駅周辺地区 

地域拠点 保健福祉センター周辺地区 拠点内住民及び来訪者が、一連の目的を徒歩移動

でも完結できる圏域形成を目指す観点から、徒歩

圏を圏域とする。また、中心都市拠点・都市拠点

に比べ周辺人口が少なく、高齢者が多いことを踏

まえ、高齢者にとっても利便性が高く、よりコン

パクトな拠点形成を目指す観点から、核となる施

設からの高齢者徒歩圏（一般的な高齢者徒歩圏で

ある半径５００メートルの範囲）を拠点の基礎圏

域とします。 

秦野赤十字病院周辺地区 

下大槻団地周辺地区 

（１）秦野駅周辺地区 

（２）渋沢駅周辺地区 

（３）鶴巻温泉駅周辺地区 

（４）東海大学前駅 

周辺地区 

（５）保健福祉センター 

周辺地区 

（６）秦野赤十字病院 

周辺地区 

（７）下大槻団地 

周辺地区 
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（１） 秦野駅周辺地区 

 

１特  徴：本町四ツ角交差点を中心に、宿場町として古くから発展しており、鉄道開通により

秦野北口周辺が大きく発展。駅の北側に水無川が流れ特徴的な街並み景観となって

いる。現在は、商業の衰退が進み、空き店舗、空地、駐車場化が進んでいる。 

２人  口：市全体の傾向と同様に圏内人口は減少傾向にある。老年人口は増加、他の区分は減

少傾向。防災の考え方の整理が必要。 

３土地利用：圏域内には小規模な空地が点在。未相続の宅地が増加、又は細分化が一層進む可能

性がある。 

４機能立地：都市発展の過程により、駅前及び幹線道路沿いに施設が立地。建替えられずに残っ

た老朽建物や空き店舗化が目立ち、魅力低下が進んでいる。駅から約８００メート

ルの距離に大型ショッピングセンターが立地。 

駅２００メートル圏に位置する病院は建物が老朽化しているため、今後病院機能の

維持、存続が課題。 

５交  通：駅北側では、県道７０５号を拡幅整備中。 

６開  発：駅南側では土地区画整理事業によって住宅地が整備中。 

 

 

 

 

①現 況 
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「都市成長・革新リード推進地区」 
●都市の成長をリードする中心地域としての高次都市機能を誘導 

●歩いて回れる生活サービス施設を充実 

●中心都市拠点周辺における交流人口増加・活性化 

●駅周辺の人口密度増加   

 

 

 

（誘導区域） 

・生活に必要な目的やニーズを徒歩移動で果たせるようにするため、秦野駅を中心に高

齢者が一度に移動できる距離である７００メートルを一つの基準とする。 

・市全体の区域設定基準を満たし、かつ様々な施設立地が可能な商業系用途地域を考慮

して区域を設定する。 

・これまで計画的なまちづくりが展開されてきた良好な都市基盤を生かすため、都市再

生整備計画区域、土地区画整理事業区域を考慮して区域を設定する。 

 

（誘導施設） 

・中心都市拠点として都市の成長をリードする役割を担う拠点であるため「魅力度の高

い施設」、「利便性を高める施設」を配置する。 

・駅を有する特性から、日常又は非日常の鉄道利用者を対象とした施設を配置する。 

・市の顔としての役割を持つため、高次都市機能を集積する。 

・公共施設再配置計画に基づく機能の統廃合や複合化を推進する。 

・住宅も併せて整備し、地域を支える人口密度の増加を図る。 

 

（誘導施策） 

・民間事業者と連携した医療・福祉・商業等の都市機能の誘導 

・地元産業、金融との連携による誘導支援等 

・地元商店街などの活動支援 

・公的不動産（ＰＲＥ※１）、民間の低未利用地又は空家等の活用による立地誘導 

・余裕教室を活用した公共施設機能の集約、複合化 

・まちなか居住の受け皿整備と居住人口増に向けた支援の検討 

・安全で快適な歩行空間の整備 

・県道７０５号拡幅に伴う沿道市街地形成 

・バス交通ネットワークの見直し 

 

※１ ＰＲＥ（Public Real Estate パブリック リアル エステート） 

  

③誘導区域、施設、施策設定の方向性 

②拠点形成の方向性 
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（２） 渋沢駅周辺地区 

 

１特  徴：渋沢駅は丹沢登山・県立秦野戸川公園などへの観光の玄関口。東西方向の交通軸が

整備。南側に上り傾斜の地盤を形成。 

２人  口：圏域人口は拠点最多。本市全体の傾向と同様に総人口は減少。老年人口の増加割合

は約４７パーセントと他地区と比べて最大。年少人口・生産年齢人口の減少割合は

３０パーセント以上。人口密度は将来も比較的広範囲に一定割合が分布。 

３土地利用：住宅用地割合が最も高く居住利用の性格が強い地域である。 

４機能立地：駅を中心に各種生活サービス施設が点在。西側は圏域内外ともに日常の買物で利用

する施設や診療所等、身近な施設がやや少ない。福祉は、地域包括支援センターが

圏外に存在しているため、今後は圏域内への立地が望ましい。 

５交  通：人口減少の影響によるバス利用者の減少、将来増加する高齢者の移動手段の確保、

企業労働者等の安全な歩行空間の確保等が課題。 

 

 

 

  

①現 況 ①現 況 
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「機能交流みらい推進地区」 
●市西部地域を支える都市拠点として都市機能を誘導 

●産業・観光・文化・スポーツの玄関口としての機能を誘導 

●交通ネットワークを最適化 

●圏域居住人口の増加 

 

 

（誘導区域） 

・生活に必要な目的やニーズを徒歩移動で果たせるようにするため、渋沢駅を中心に高

齢者が一度に移動できる距離である７００メートルを一つの基準とする。 

・市全体の区域設定基準を満たし、かつ比較的様々な施設立地が可能な商業系用途地域

を考慮して区域を設定する。 

・これまで計画的なまちづくりが展開されてきた良好な都市基盤を生かすため、土地区

画整理事業区域を考慮して区域を設定する。 

・駅南側の多くは住居系用途地域であるものの人口集積性が高く、渋沢小学校周辺に公

共施設機能が集積するなど、都市機能と居住機能を併せ持つエリアであるため設定対

象とする。 

 

（誘導施設） 

・都市拠点として都市の成長をリードする拠点であるため「魅力度の高い施設」、「利

便性を高める施設」を配置する。 

・駅を有する特性から、鉄道利用者を対象とした施設を配置する。 

・子育て支援や世代間交流が可能な施設及び住宅を整備する。 

・産業や観光の玄関口として相応しい機能又は演出を検討する。 

・公共施設再配置計画に基づく機能の統廃合や複合化を推進する。 

 

（誘導施策） 

・既存民間都市機能である医療・福祉・商業の維持 

・地元商店街の活動支援 

・ＰＲＥ、低未利用地又は空家等の活用による民間都市機能の立地誘導 

・余裕教室を活用した公共施設機能の集約、複合化 

・居住人口増に向けた支援の検討 

・バス交通ネットワークの見直し 

 

  

②拠点形成の方向性 

③誘導区域、施設、施策設定の方向性 
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（３） 鶴巻温泉駅周辺地区 

 

１特  徴：南北の鉄道、県道及び東名高速道路が整備。駅及び駅東側の地盤が低く、周囲の標

高が徐々に高い。浸水被害が想定される箇所があるため、防災の考え方の整理が必

要。 

２人  口：市全体の傾向と同様に圏内人口は減少傾向にある。比較的人口密度は高く２０４０

年（令和２２年）時点で約８０人／ｈａの維持を見込む。 

３土地利用：駅周辺に低未利用地が多く点在。４つの駅拠点の中で最も農地割合が高い。農地の

適正管理、農住経営、又は他の土地利用への転換の誘導による活用の検討が必要。 

４機能立地：駅周辺及び南北県道沿いに各種生活サービス施設が立地。今後人口減少に伴い各種

施設の撤退等サービス低下の度合いを懸念。 

歴史資源や温泉など観光資源に富んだ地域であることから、この特性を生かした取

組みに期待。（小田急連携・大山・弘法山観光軸） 

将来、病院が老朽化した際の機能維持・存続が課題 

５交  通：鶴巻温泉駅南口駅前広場の整備によりバス路線を再編。 

 

 

 

①現 況 ①現 況 
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「温泉・医療・子育て交流推進地区」 
●観光・交流を軸としつつ生活機能を備えたにぎわいの拠点を形成 

●歩行者及び公共交通ネットワークの最適化 

●浸水被害を考慮した持続可能な都市拠点区域を設定 

●圏域内の居住人口密度を維持 

 

 

 

（誘導区域） 

・生活に必要な目的やニーズを徒歩移動で果たせるようにするため、鶴巻温泉駅を中心

に高齢者が一度に移動できる距離である７００メートルを一つの基準とする。 

・市全体の区域設定基準を満たし、かつ比較的様々な施設立地が可能な商業系用途地域

を考慮して区域を設定する。 

・駅西側の多くは住居系用途地域であるものの、店舗を始めとした複数の機能が立地

し、都市機能と居住機能を併せ持つエリアであるため設定対象とする。 

・駅南側に分布する災害危険性のある箇所を考慮して区域を設定する。 

 

（誘導施設） 

・都市拠点として都市の成長をリードする拠点であるため「魅力度の高い施設」、「利

便性を高める施設」を配置する。 

・駅を有する特性から、鉄道利用者を対象とした施設を配置する。 

・子育て支援や世代間交流が可能な施設を配置する。 

・観光の玄関口として求められる施設を配置する。 

・公共施設再配置計画に基づく機能の統廃合や複合化を推進する。 

 

（誘導施策） 

・既存民間都市機能である医療・福祉・商業の維持 

・地元商店街の活動支援 

・ＰＲＥ、低未利用地又は空家等の活用による機能立地誘導 

・居住人口増に向けた支援の検討 

・浸水被害に対応した防災機能の向上 

・バス交通ネットワークの見直し 

 

  

②拠点形成の方向性 

③誘導区域、施設、施策設定の方向性 



 
 

5－16 

（４） 東海大学前駅周辺地区 

 

１特  徴：鉄道駅周辺から東海大学周辺までの地域が一体となった市街地を形成。駅から南西

方向及び真西方向に広がる低層住宅地域部分の地盤が高くなっている。東側に集積

しているエリアでは浸水被害が想定される箇所があるため、防災の考え方の整理が

必要。 

２人  口：大学の立地によって生産年齢人口割合が比較的高い。人口は他地域同様、減少傾向

にある。 

３土地利用：駅東側に商業地、行政界に沿った南北の県道沿道で土地利用がされている。西側住

宅地の中には、畑や生産緑地が多く分布しており、今後、他用途への転用により用

途の混在が促進され、営農環境や住環境の悪化が懸念される。 

４機能立地：徒歩圏域内には生活サービス施設が充実。生活利便性は高いが、入所系高齢者福祉

施設や幼稚園等、都市機能として少ない施設もある。 

５交  通：学生の安全な歩行空間の確保が課題。 

 

 

 

  

①現 況 ①現 況 
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「東海大学連携創造地区」 
●東海大学との連携による持続可能な都市づくりを推進 

●多様な生活サービス施設の立地を誘導 

●バス及び歩行者空間の維持及び確保 

●都市拠点としての定住人口を確保 

 

 

 

（誘導区域） 

・生活に必要な目的を徒歩移動で果たせるようにするため、東海大学前駅を中心に高齢

者が一度に移動できる距離である７００メートルを一つの基準とする。 

・市全体の区域設定基準を満たし、かつ比較的様々な施設立地が可能な商業系用途地域

を考慮して区域を設定する。 

・駅南側の多くは住居系用途地域であるものの複数機能が立地し、都市機能と居住機能

を併せ持つエリアであるため設定対象とする。 

・駅南側に分布する災害危険性のある箇所を考慮して設定する。 

 

（誘導施設） 

・都市拠点として都市の成長をリードする拠点であるため「魅力度の高い施設」、「利

便性を高める施設」を配置する。 

・駅を有する特性から、鉄道利用者を対象とした施設を配置する。 

・公共施設再配置計画に基づく機能の統廃合や複合化を推進する。 

・産官学連携による相互交流のための施設を誘導する。 

   

（誘導施策） 

・既存民間都市機能である医療・福祉・商業の維持 

・子育て施設等の機能の誘導 

・地元商店街の活動支援 

・余裕教室を活用した公共施設機能の集約、複合化 

・居住人口増に向けた支援の検討 

・浸水被害に対応した防災機能の向上 

・バス交通ネットワークの見直し 

 

 

  

③誘導区域、施設、施策設定の方向性 

②拠点形成の方向性 
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（５） 保健福祉センター周辺地区 

 

１特  徴：秦野駅周辺地区の西側で、衛星的な位置関係にある。国道２４６号及び水無川を隔

てて、異なる生活圏を形成する。 

２人  口：２０４０年（令和２２年）の人口推計では年少人口の低下割合が高いと予測されて

いる。立地環境を生かして居住人口の増加が必要である。 

３土地利用：沿道型及び後背地の戸建住宅を中心とした土地利用がされているが、高度利用はさ

れていない。水無川以北では住宅用地、農地又はその他空地が混在しており、その

傾向が高まる可能性がある。 

４機能立地：郵便局が併設された保健福祉センターを初めとして、高齢者施設、市民活動サポー

トセンター、行政機能、商業施設、金融、こども園、中学校が設置されている。圏

域外には、産業系土地利用が隣接し、また水無川沿いにはカルチャーパークが近接

する。 

５交  通：地区南側において秦野駅及び渋沢駅までの３０本／日程度のバス路線がある。人口

減少に伴う利用者減が懸念され鉄道駅までのバス路線の維持・強化が課題。 

 

 

 

①現 況 ①現 況 



第５章 都市機能誘導区域 
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「福祉総合サポート推進地区」 
●健康、福祉及び市民活動支援の総合拠点を形成 

●日常生活を支える都市機能を維持 

●駅拠点への交通ネットワークの維持、強化 

●自然及びレクリエーション環境、生活機能及び産業近接の立地を生かした居住誘導 

 

 

 

（誘導区域） 

・この地域内及び周辺の居住者が、公共交通及び徒歩の移動によって、生活に必要な目

的やサービスを受けられるようにするため、区域設定基準を満たす箇所のうち、主要

施設を中心に高齢者の一般的な徒歩圏５００メートルの区域を一つの基準とする。 

・健康、福祉及び市民活動を支援する行政施設機能が集積する保健福祉センター周辺、

沿道サービス機能が集積する国道２４６号沿道を基本に、機能が複数近接して存在す

る部分を設定する。 

 

（誘導施設） 

・地域拠点であるため、生活圏域内の生活利便を維持する施設を配置する。 

・子育て支援や世代間交流が可能な施設を配置する。 

・健康福祉拠点、市民活動拠点として有すべき施設を誘導する。 

・公共施設再配置計画に基づく機能の統廃合や複合化を推進する。 

 

（誘導施策） 

・既存民間都市機能である医療・福祉・商業の維持 

・健康福祉拠点としての機能の維持・充実 

・市民活動拠点としての機能の維持・充実 

・余裕教室を活用した公共施設機能の集約、複合化 

・健康福祉・文化機能を魅力とする居住誘導 

・安全な歩行者交通ネットワークの確保 

 

 

 

  

③誘導区域、施設、施策設定の方向性 

②拠点形成の方向性 
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（６） 秦野赤十字病院周辺地区 

 

１特  徴：秦野駅の衛星となる地域拠点。秦野中井ＩＣに近接し、東西の県道６２号平塚秦野

線を軸にした沿道型の地区。南側の中心部が最も標高が高く、外周部が低い起伏の

ある地勢となっている。 

２人  口：駅圏から離れているものの、過去の住宅開発及び区画整理事業によって、後背地に

は住宅団地がある。 

３土地利用：基盤整備により良好な住環境が形成されている住宅団地（今泉台・南が丘）等は、

２０４０年（令和２２年）においても高い人口密度の維持が図られる見通しである

ため、都市機能維持が必要。 

４機能立地：秦野赤十字病院が立地し、沿道には店舗が多く立地するなど、生活利便機能は比較

的多く立地するが、高齢者施設が少ないため、将来不足する可能性がある。 

５交  通：高齢社会への対応のため、住民の足となる基幹的公共交通の維持が求められる。駅

利用圏からは外れているが、秦野駅までのバス路線が 1日７０本程度運行してお

り、周辺鉄道駅へのアクセス利便性はある程度確保されている。 

 

 

 

①現 況 ①現 況 
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「ホスピタリティと沿道サービス推進地区」 
●秦野駅の衛星拠点として周辺に生活サービス機能を提供 

●沿道観光軸（はだの桜みち）の沿道に交流機能を誘導 

●都市拠点との公共交通ネットワークの維持・充実 

●秦野中井ＩＣアクセスを考慮した周辺土地利用への対応 

 

 

 

（誘導区域） 

・この地域内及び周辺の居住者が、公共交通及び徒歩の移動によって、生活に必要な目

的やサービスを受けられるようにするため、区域設定基準を満たす箇所のうち、主要

施設を中心に高齢者の一般的な徒歩圏５００メートルの区域を一つの基準とする。 

・医療及び福祉機能が集積する赤十字病院周辺、沿道サービス機能が集積する平塚秦野

線沿道を基本に、機能が複数近接して存在する部分を設定対象とする。 

 

（誘導施設） 

・地域拠点であるため、生活圏域内の生活利便を維持する施設を配置する。 

・子育て支援や世代間交流が可能な施設を配置する。 

・秦野中井ＩＣに近接する立地特性を踏まえ、民間による観光・交流機能の確保を検討

する。 

・公共施設再配置計画に基づく機能の統廃合や複合化を推進する。 

 

（誘導施策） 

・既存民間都市機能である医療・福祉・商業の維持 

・高齢者福祉施設や医療施設等の誘導 

・土地区画整理事業実施箇所への居住誘導 

・沿線への居住誘導、停留所へのアクセス性向上 

・はだの桜みちを生かした歩行者及び自転車交通ネットワークの形成 

 

 

 

 

  

③誘導区域、施設、施策設定の方向性 

②拠点形成の方向性 
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（７） 下大槻団地周辺地区 

 

１特  徴：駅圏から離れた位置にあり、県道６１３号曽屋鶴巻線の東西交通の沿道軸と南側の

都市機能及びＵＲ下大槻団地によって形成。 

２人  口：高齢化が進行。全地区のうち人口密度が最も低い。 

３土地利用：ＵＲ賃貸住宅の敷地割合が高く、今後の土地利用にＵＲの将来計画が大きく影響す

るため、利活用について連携が必要。 

４機能立地：小学校、県立高校、子育て施設、高齢者福祉施設（小学校併設）、商業施設及び賃

貸住宅団地などが比較的まとまって立地する。将来的には、周辺の公共施設機能が

集約される計画となっている。 

５交  通：秦野駅方面及び平塚駅方面行きの３０本/日程度のバス路線があり、まちの中心部

等へのアクセス性は高いが、今後の人口減少に伴う利用者の減少によりバス運行サ

ービスの維持が課題。 

 

 

 

  

①現 況 
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「健康福祉と文化交流推進地区」 
●都市機能の維持及び段階的再編 

●周辺の都市拠点との公共交通ネットワークの維持・充実 

●地域人材交流によるネットワークとコミュニティの維持 

 

 

 

（誘導区域） 

・この地域内及び周辺の居住者が、公共交通及び徒歩の移動によって、生活に必要な目

的やサービスを受けられるようにするため、区域設定基準を満たす箇所のうち、主要

施設を中心に高齢者の一般的な徒歩圏５００メートルの区域を一つの基準とする。 

・駅南側の多くは住居系用途地域であるものの複数機能が立地し、都市機能と居住機能

を併せ持つエリアであるため設定対象とする。 

・ＵＲ下大槻団地の利活用による誘導施設整備を視野に入れて区域を設定する。 

 

（誘導施設） 

・世代間交流等が可能な施設を配置する。 

・ＵＲと連携した誘導施設を整備する。 

・地域活動拠点として生活圏域内の生活利便を維持する施設を配置する。 

・公共施設再配置計画に基づく機能の統廃合や複合化を推進する。 

 

（誘導施策） 

・既存民間都市機能である医療・福祉・商業の維持 

・地域活動拠点としての機能の維持・充実（健康づくり機能等） 

・余裕教室を活用した公共施設機能の集約、複合化 

・居住人口の維持に向けた支援の検討 

・ＵＲとの連携による居住誘導 

・土砂災害に対応した防災機能の向上 

・沿線への居住誘導、停留所へのアクセス性向上 

・バス交通ネットワークの見直し 

・秦野高校の存続による乗降者確保 

 

 

  

③誘導区域、施設、施策設定の方向性 

②拠点形成の方向性 
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 ５ 都市機能誘導区域

前項までの各基準に該当する箇所を都市機能誘導区域の適地としたうえで、土地利用の実

態、用途地域、地域としての一体性を考慮して区域を設定します。 

 

 

  

渋沢駅周辺地区 

(都市拠点) 

保健福祉センター周辺地区 

(地域拠点) 
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秦野赤十字病院周辺地区 

(地域拠点) 

秦野駅周辺地区 

(中心都市拠点) 

鶴巻温泉駅周辺地区 

(都市拠点) 

下大槻団地周辺地区 

(地域拠点) 

東海大学前駅周辺地区 

(都市拠点) 
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拠点ごとの誘導区域図と施設の立地状況 

■秦野駅周辺地区（中心都市拠点）                   Ｎｏ.1 
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拠点ごとの誘導区域図と施設の立地状況 

■渋沢駅周辺地区（都市拠点）                    Ｎｏ.２ 
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拠点ごとの誘導区域図と施設の立地状況 

■鶴巻温泉駅周辺地区（都市拠点）                  Ｎｏ.３ 
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拠点ごとの誘導区域図と施設の立地状況 

■東海大学前駅周辺地区（都市拠点）                 Ｎｏ.４ 
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拠点ごとの誘導区域図と施設の立地状況 

■保健福祉センター周辺地区（地域拠点）                Ｎｏ.５ 
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拠点ごとの誘導区域図と施設の立地状況 

■秦野赤十字病院周辺地区（地域拠点）                 Ｎｏ.６ 
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拠点ごとの誘導区域図と施設の立地状況 

■下大槻団地周辺地区（地域拠点）                  Ｎｏ.７ 
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第６章 

誘導施設 

（都市機能誘導区域内） 

１．誘導施設の基本的な考え方（国の指針） 

２．誘導施設の設定方針（市の方針） 

３．誘導施設の設定基準 

４．誘導施設の設定 
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 １  誘導施設の基本的な考え方（国の指針）

都市機能誘導区域内に立地を誘導すべき誘導施設の設定に当たっては、

当該区域及び都市全体における現在の年齢別の人口構成や将来の人口推計、

施設の充足状況や配置を考慮し、必要な施設を定めることが望ましいとさ

れています。  

 具体的には、都市計画運用指針（国土交通省）に示す、以下のような施設

を誘導施設とすることとされています。  

 

誘導施設として考えられるもの（都市機能誘導区域内）  

●医療・福祉  

病院・診療所等の医療施設、老人デイサービスセンター等の社会福祉施

設、小規模多機能型居宅介護事業所、地域包括支援センターその他の高

齢化の中で必要性の高まる施設  

●子育て・教育  

子育て世代が居住場所を決める際の重要な要素となる幼稚園、保育園等

の子育て施設又は小学校等の教育施設、その他科学施設  

●商業・文化  

集客力があり、まちのにぎわいを生み出す図書館、博物館等の文化施設

や、スーパーマーケット等の商業施設  

●行政サービスの窓口機能を有する行政施設  

などが考えられます。  

 

誘導施設として含まないもの  

○都市の居住者以外の者の宿泊のみに特化した宿泊施設や、都市の居住者

の共同の福祉や利便に寄与しないオフィス・事務所等の施設  

 

誘導施設の設定において留意すべき事項  

○誘導施設は、都市機能誘導区域ごとに必要な施設を設定することとなり

ますが、具体の整備計画のある施設を設定することも考えられます。  

○都市機能誘導区域外に誘導施設が立地する際は、届出制度の対象となる

ため、誘導施設が都市機能誘導区域内で充足している場合には、必要に

応じて誘導施設の設定を見直すことが望ましい。（誘導施設としない）  
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 ２  都市機能の誘導方針（市の方針）

人口減少、超高齢社会を迎える中で、都市の生活を支える機能を身近な場

所に維持・確保するため、「都市拠点」への「高次都市機能」の誘導や、「地

域拠点」への日常生活に密着した「身近な都市機能」の誘導など、地域特性

に応じた機能誘導・集積により、これらのサービスの効率的な提供と持続

的な確保を図ります。そのうえで、拠点間の役割分担の観点から、施設の特

性に応じて公共交通等の交通ネットワークにより拠点相互に役割を補完し

ながら、市全体で市民生活に必要な機能を充足します。  

なお、市街化調整区域の「里山生活拠点」においては、郊外部地域の居住

環境や地域コミュニティの維持・確保を図る観点から、地域の実情に応じ

て生活利便機能等の集約を促進します。  

 

（都市機能の誘導に対する基本的な考え方）  

 既存誘導施設  新規誘導施設  

都市機能誘導区域  現状の機能を維持する  誘導を推進する  

上記区域外  当面の間、機能を維持する  誘導しない ※  

 

※地域経済の活性化に貢献することが確実である機能立地については、地

域ニーズ、インフラの維持管理コスト及び財政負担、将来継続性、中心市

街地への影響の観点から、対象となる事業を総合的に判断します。  
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 ３  誘導施設の設定基準

誘導施設の設定にあたって、各施設を配置するうえでの一般的な考え方

及び市の計画における配置の考え方を以下に整理します。  

 

（圏域人口規模別施設配置の基準）  

施設分類  一般的な考え方  
市の計画に  

おける考え方  

医
療 

中央病院  

（内科・外科）  

概 ね １ 施 設 で １ ５ 万 人 の 圏 域

人口  

－  
地区病院  

（内科・外科）  

概ね１施設で３万人の  

圏域人口  

診療所  

（内科・外科）  

おおむね１施設で１万人の  

圏域人口  

高
齢
者
福
祉 

通所系･訪問系･ 

小規模多機能施設  

【訪問系サービス】  

概ね１施設で５千人の  

圏域人口  

市内７か所の地域高齢者支

援センター単位（概ね中学校

区単位）  

（高齢者保健福祉計画）  
地域高齢者支援  

センター・  

福祉関連施設  

地域包括ケアシステムの単位  

商
業 

百貨店・  

ショッピングモール 

概ね１施設で５万人の  

圏域人口  
－  

スーパー  概ね１施設で１万人の  

圏域人口  
－  

子
育
て 

認定こども園  －  市内を１区域として設定  

（子ども子育て支援事業計画） 
保育所  －  

子育て支援施設  －  

金
融 

銀行、信用金庫、  

中央労働金庫  
－  －  

郵便局  市で１以上設置、地域住民の需

要に適切に対応するよう配置  

（郵便局株式会社法施行規則   

郵便局の設置基準等）  

－  

文
化 

図書館、文化会

館、美術館  
－  －  

市民活動  

サポートセンター  
－  －  

行
政
等 

市役所・連絡所  －  －  

小学校、中学校  

幼稚園、公民館  

児童館、こども館  

－  

小中学校を拠点として複合

施設で各機能を吸収  

（公共施設再配置計画）  

一般的な考え方は、特筆したもの以外、国土交通省資料を参照  
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 ４  誘導施設の設定

本市における誘導施設は、地区別の現況施設数、立地状況及び施設配置基

準並びに地区人口等を考慮し、次のとおり設定します。  

 
赤文字：施設が存在していないため、新規立地が望ましい誘導施設  

青文字：建替等による更新の際も、機能維持が望ましい誘導施設  
 

 都市拠点種類  中心

都市  
都市  地域  

都
市
機
能
種
類 

拠点別都市機能  

 誘導施設数（現況）  

秦
野
駅
周
辺 

渋
沢
駅
周
辺 

鶴
巻
温
泉
駅
周
辺 

東
海
大
学
前
駅
周
辺 

保
健
福
祉
セ
ン
タ
ー
周
辺 

秦
野
赤
十
字
病
院
周
辺 

下
大
槻
団
地
周
辺 

医療  
病院（内科・外科）  1 0 1 0 0 1 0 

診療所（内科・外科）  13 10 4 7 0 1 1 

高齢者  

福祉  

通所系 ･訪問系 ･小規模多機能施設  13 22 6 5 1 4 2 

地域高齢者支援センター、福祉関連施設  1 0 1 0 3 0 2 

高齢者関連複合施設  0 0 0 0 0 0 0 

商業  
百貨店・ショッピングモール  1 1 0 0 0 0 0 

スーパー  1 4 2 1 1 2 1 

子育て  

認定こども園  0 1 0 0 2 0 1 

保育所  5 2 1 1 0 2 1 

児童館、こども館  1 0 0 0 0 0 0 

子育て支援施設  1 2 0 1 1 0 0 

子育て関連複合施設  0 0 0 0 0 0 0 

金融  
銀行、信用金庫、中央労働金庫  7 5 2 3 1 0 1 

郵便局  2 2 1 2 1 0 1 

文化  
図書館、文化会館、美術館  0 0 1 0 0 0 0 

市民活動サポートセンター  0 0 0 0 1 0 0 

行政  
市役所・連絡所機能  2 3 1 1 0 0 0 

公民館  1 3 1 0 0 0 0 

教育※  

幼稚園  1 3 1 1 0 0 0 

小学校  1 3 0 0 0 0 1 

中学校  0 1 1 0 1 0 0 

※公共施設再配置計画等に基づく取組みとの連携  
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